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改正内容の概要

1. ウェブサイト等を利用する方法による選挙運動の
解禁

2. 電子メールを利用する方法による選挙運動用文
書図画の頒布の解禁

3. 政党等の選挙運動期間中選挙運動用ウェブサイ
ト等に直接リンクする政治活動用有料広告掲載の
解禁

4. 選挙期日後の挨拶行為の解禁

5. 屋内の演説会場において選挙運動のために行う
映写等の解禁

6. プロバイダ責任制限法の改正



全体構造

【インターネット
等を利用する
方法】
「放送」以外の
電気通信の送
信文書図画を
端末の映像面
に表示させるも
のすべて

【 電 子
メール】
①
SMTP
方式
②
電話番
号方式

【ウェブサイ
ト等を利用
する方法】
ホームペー
ジ、ブログ、
SNS 、 動 画
共有サービ
ス、動画中
継サイト等



電子メールの定義

電子メールの送信の適正化等に関する法律
（特定電子メール法）2条1号に規定する電子
メール（142条の3 1項）

総務省令（特定電子メールの送信の適正化
等に関する法律第2条第1号の通信方式を定
める省令）

総務省令改正 → 連動して公職選挙法の
規定における電子メールの定義も変わる

他法令の政令で、法令本体の定義に影響
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電子メール 送信規制

送信に規制（第三者送信を禁止）

1. 密室性が高く、誹謗中傷やなりすましに悪用されやすい

2. 複雑な送信先規制等を課しているため、一般の有権者
が処罰（2年以下の禁錮、50万円以下の罰金）され、さら
に公民権停止になる危険性が高い

 ウェブページにおける誹謗中傷等はプロバイダ責任制
限法に基づくプロバイダの対応に委ねる

密室性が高いので誹謗中傷やなりすましに悪用されや
すく、送信先規制が複雑であり違法行為を行ってしまう
可能性がある電子メールについては、第三者による送
信を禁止
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「電子メール」

SMTP方式及び番号方式

Facebook、Twitter、LINE等のメッセージは
含まれない

特定電気通信役務提供者の損害賠償責
任の制限及び発信者情報の開示に関する
法律（プロバイダ責任制限法）による規制
を想定



SNSのメッセージ

プロバイダ責任法による対応のはずが･･･

通信の秘密（電気通信事業法4条1項）の保護対
象であるからプロバイダ責任制限法の規定は適
用されない

メッセージは、受信者を特定する必要があり不
特定の者に対して送信されるものではないので、
電気通信事業法4条1項に規定する通信の秘密
を持ち出すまでもなく、これらのメッセージにはプ
ロバイダ責任制限法の規定は適用されないとみ
ることも可能
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落選運動用電子メール

電子メールを利用する方法により当選を得させないため
の活動に使用する文書図画を頒布の解禁

表示義務

頒布者の電子メールアドレス

頒布者の氏名・名称

違反者 1年以下の禁錮又は30万円以下の罰金

第三者送信が可能

当日送信が可能

落選運動の定義が不明確なまま刑事罰（投票を得させ
ないための活動との区別）

選挙運動用メールと区別する意義があるのか? 8



期日後の挨拶行為

選挙期日後に当選又は落選に関して選挙人に挨拶
をする目的をもって行う行為のうち、インターネット
等を利用する方法により行われる文書図画の頒布
が解禁（178条2号）

ウェッブサイト等だけではなく、電子メールを利用す
ることも可能

選挙期日後、ホームページにおいて当選又は落選
に関する挨拶を記載したり、電子メールを利用して
当選又は落選に関する挨拶をしたりすることが可能

第三者も可能、表示義務もなし

選挙運動用、落選運動用電子メールと違って野放し

 「あいさつ」と「挨拶」が混在



公選法違反の可能性がある事
例をめぐって



公選法違反 従来の対応

公職選挙法違反行為について、選挙運動に
関するものは、それが明らかになった時点で
選挙管理委員会が陣営に注意・警告

有権者等からの電話通報や、選管職員によ
る違法行為の実見

悪質なものについては警察に通報、検挙

違法行為が限定的

選挙運動態様違反、戸別訪問・買収等禁
止違反、選挙運動員関係（未成年者等）



「メールメール大作戦」

http://imahahitori.com/



鈴木寛候補への誹謗中
傷

http://agora-web.jp/archives/1548217.html



買収罪関係

http://www.sankei-kansai.com/2013/07/03/20130703-065738.php


